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本調査では、エビデンスに基づく⼤学等運営の⼀環として、すでに策定されている「産学官連携
による共同研究強化のためのガイドライン」（2016年11⽉30⽇、以下、「ガイドライン」とい
う）で⽰されている資⾦の好循環の視点のうち、「産学官連携における費⽤負担の適正化」および
「⼤学・国⽴研究開発法⼈の財務基盤の強化」の観点から近年法⼈にとって重要な収⼊となってい
る外部資⾦や寄付⾦に着⽬し、その活動状況を⾒える化し、マネジメントの改善等に役⽴ててもら
うためのエビデンスを整理することとした。

具体的には、法⼈の財務基盤のうち使途の⾃由度が⾼い外部資⾦・寄付⾦の収⼊構成割合を⽰し
つつ、外部資⾦の中でも伸び率が⼤きい共同研究収⼊・寄付⾦収⼊に注⽬し、共同研究収⼊・寄付
⾦収⼊の各法⼈の獲得状況を⾒える化を⾏った。また、費⽤負担の適正化の観点から、間接経費
（特に共同研究収⼊）の取組が各法⼈において進んでいることを踏まえ、各⼤学の間接経費⽐率の
状況・獲得状況の⾒える化、及び財務基盤への貢献度についての分析を⾏った。また、寄付におい
ては、法⼈からの寄付・個⼈からの寄付に分類を⾏い、それぞれの受⼊状況についての⾒える化を
⾏った。

１．「⾒える化」の⽬的
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■調査内容
【調査の検討】調査対象と調査項⽬、対象機関等の選定
【調査票の作成】調査票の作成と試⾏的な分析の実施
【調査の実施】調査票の配布・回収・督促等、当該データの取得
【調査結果の分析と共有】データ集計、ヒアリング調査、関係省庁向け資料の作成等

■調査対象（視点）
【視点１】法⼈の財政基盤における外部資⾦・間接経費等の位置づけ
【視点２】共同研究収⼊・間接経費の推移
【視点３】寄付による収⼊の推移

■調査対象（使⽤した主な資料及び調査）
 国⽴⼤学法⼈等財務諸表
 内閣府「産学連携活動マネジメントに関する調査」
 ⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況調査」

■調査実施時期
2019年4⽉〜2020年３⽉

■調査実施体制
 内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）
 委託調査名︓国⽴⼤学等財務マネジメントのガイドライン策定調査
 業務委託先︓株式会社エデュース

２．「⾒える化」の⼿法

2



２．「⾒える化」の⼿法
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主な資料名及び調査名 国⽴⼤学（共同利⽤機関法⼈含む） 公⽴⼤学・私⽴⼤学 研究開発型法⼈
（⾃ら研究開発を⾏う研究開発法⼈）

財務諸表等 90機関 ー 29機関

内閣府
「産学連携活動マネジメントに

関する調査」 ※
68機関 68機関 26機関

⽂部科学省
「⼤学等における産学連携等実

施状況調査」
88機関（視点２）
90機関（視点３）

303機関（視点２）
550機関（視点３） ー

■本分析の対象機関

※内閣府調査においては、機関名を公表しないことを前提に産学連携評価指標データを収集しているため、本公開版
では、各結果において機関名は開⽰していない。⼀⽅、⾃機関よりパフォーマンスが優れている機関の取組事例等を
参考にし、産学連携活動の改善を⾏うためには、各機関のデータについて実名を表記した資料が必要になる。そのた
め、本調査で回答した機関で機関名の共有を承諾した機関は、分析ツール上で各機関の実名を表記した結果を確認す
ることが可能である。なお、最終的に回答のあった(TLOを除く)162機関中、97%にあたる157機関が「共有可」と回
答した。
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２．「⾒える化」の⼿法
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■留意事項
 資料内の略称

 国⼤︓国⽴⼤学法⼈、共同利⽤︓共同利⽤機関法⼈、研発︓⾃ら研究開発を⾏う
研究開発法⼈等

 国公私⼤︓国⽴⼤学・公⽴⼤学・私⽴⼤学の法⼈（私⽴⼤学は学校法⼈）

 分析項⽬における⽤語
 間接経費⽐率︓間接経費受⼊額/直接経費
 全間接経費︓受託研究、共同研究、受託事業、科研費、補助⾦の間接経費合計
 学納⾦収⼊︓授業料収⼊、⼊学⾦収⼊、検定料収⼊
 外部資⾦収⼊︓受託研究受⼊額、共同研究受⼊額、受託事業受⼊額、科研費受⼊額、

補助⾦等の交付額
 寄付受⼊額︓寄付⾦（現⾦）の受⼊額
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【視点１】法⼈の財政基盤における外部資⾦・間接経費の位置づけ
法⼈の財政基盤の確⽴するため、⺠間資⾦３倍増という政府の⽬標が掲げられている。特に使途の⾃由度の⾼い間接経費収

⼊増⼤を図ることは極めて重要である。視点１では、⺠間資⾦を含めた外部資⾦として、受託研究・共同研究・科研費・寄付
⾦などが、法⼈の財政上どの程度の位置づけにあるのかについて⾒える化を⾏なった。そして、外部資⾦の中でも⽐較的使途
が⾃由な財源である間接経費と全学的な⼀般管理費との⽐較について⾒える化を⾏なった。*ただし、本公開版では、上述の通
り内閣府調査で得られた結果の機関名は開⽰せず、国⽴⼤学法⼈等財務諸表や各法⼈の Web サイト等、既公開データで得られ
た結果のみ機関名を⽰す。

＜分析項⽬＞
【1-1】収⼊における外部資⾦収⼊・寄付受⼊額の構成⽐（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【1-2】外部資⾦収⼊・寄付受⼊額における直接・間接経費の内訳（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【1-3】間接経費の受⼊額の内訳（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【1-4】外部資⾦資⾦別の間接経費⽐率⼀覧（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【1-5】国⽴⼤学法⼈等の財務構造の⼤枠（附属病院除く経常損益）（2018年度）国⼤・共同利⽤
【1-6】（全間接経費受⼊額＋寄付受⼊額）と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度, * 研発は2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【1-7】全間接経費受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度, * 研発は2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
*ただし、研発データは⾮公開

３．「⾒える化」の結果︓視点１
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各⼤学・研究開発法⼈の収⼊の構成⽐を⽰したもの。
法⼈の収⼊のうち外部資⾦や寄付⾦にどの程度の依存をしているのかがわかる。

6

【1-1】収⼊における外部資⾦収⼊・寄付受⼊額の構成⽐（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（キャッシュ・フロー計算書、附属明細書）

*ただし、研発データは⾮公開
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各⼤学の外部資⾦の構成⽐と、間接経費の合計額との構成⽐を⽰したもの。
外部資⾦の間接経費の合計額が、外部資⾦収⼊全体のうちどの程度確保されているかがわかる。
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【1-2】外部資⾦収⼊・寄付受⼊額における直接・間接経費の内訳（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（附属明細書）

*ただし、研発データは⾮公開
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全間接経費のうち、各間接経費の受⼊割合の内訳を⽰したもの。
間接経費のうち、どの資⾦に基づく受⼊が多いかがわかる。
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【1-3】間接経費の受⼊額の内訳（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（附属明細書）

*ただし、研発データは⾮公開
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機関名 受託研究間接経費⽐率 共同研究間接経費⽐率 受託事業間接経費⽐率 科学研究費補助⾦間接経費⽐率 補助⾦間接経費⽐率
北海道⼤学 16.0% 9.1% 2.5% 28.8% 3.3%
北海道教育⼤学 3.4% 0 1.0% 28.0% 0.0%
室蘭⼯業⼤学 22.5% 8.9% 7.1% 25.3% 4.6%
⼩樽商科⼤学 3.5% 65.7% 2.0% 30.0% 0.2%
帯広畜産⼤学 12.3% 9.4% 0.0% 27.8% 11.3%
北⾒⼯業⼤学 8.3% 8.0% 0.0% 26.6% 0.1%
旭川医科⼤学 18.5% 9.3% 9.2% 29.3% 0.3%
弘前⼤学 26.1% 14.7% 6.8% 29.9% 0.0%
岩⼿⼤学 12.7% 9.0% 3.0% 29.7% 5.7%
東北⼤学 20.8% 10.9% 6.6% 28.3% 3.2%
宮城教育⼤学 0 11.1% 5.6% 29.2% 0.0%
秋⽥⼤学 22.4% 9.7% 0.0% 29.5% 2.7%
⼭形⼤学 25.5% 2.3% 2.8% 30.3% 0.7%
福島⼤学 22.7% 9.9% 8.1% 29.0% 0.0%
茨城⼤学 8.2% 4.8% 0.0% 29.0% 0.5%
筑波⼤学 19.1% 13.5% 10.1% 28.2% 6.3%
筑波技術⼤学 11.2% 0.9% 0 29.9% 0.0%
宇都宮⼤学 21.5% 10.0% 3.9% 29.5% 1.7%
群⾺⼤学 20.0% 10.2% 12.4% 29.0% 2.3%
埼⽟⼤学 24.1% 10.0% 4.7% 30.1% 2.9%
千葉⼤学 22.9% 25.5% 4.1% 29.5% 0.6%
東京⼤学 21.0% 20.7% 20.5% 28.8% 2.7%
東京医科⻭科⼤学 24.7% 20.1% 6.7% 29.5% 1.7%
東京外国語⼤学 3.7% 0 1.9% 28.3% 0.0%
東京学芸⼤学 22.2% 4.6% 0.0% 29.3% 0.2%
東京農⼯⼤学 19.2% 19.3% 8.5% 30.2% 8.3%
東京藝術⼤学 27.2% 7.7% 19.9% 26.9% 0.0%
東京⼯業⼤学 19.3% 26.0% 6.6% 29.6% 5.5%
お茶の⽔⼥⼦⼤学 25.3% 10.8% 0.3% 28.2% 0.4%
電気通信⼤学 23.7% 10.7% 11.0% 27.9% 0.9%

【1-4】外部資⾦資⾦別の間接経費⽐率⼀覧（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発①

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（附属明細書）

外部資⾦の資⾦別の間接経費⽐率を⽐較したもの。
各法⼈の外部資⾦間接経費の⽐率（2018年度）がわかる。

*ただし、研発データは⾮公開



10

機関名 受託研究間接経費⽐率 共同研究間接経費⽐率 受託事業間接経費⽐率 科学研究費補助⾦間接経費⽐率 補助⾦間接経費⽐率
⼀橋⼤学 26.0% 0.0% 3.0% 27.5% 0.0%
東京海洋⼤学 7.3% 0.0% 0.0% 27.8% 0.0%
横浜国⽴⼤学 21.0% 10.6% 0.0% 29.1% 3.1%
総合研究⼤学院⼤学 0 10.0% 0.0% 26.5% 0.0%
政策研究⼤学院⼤学 13.9% 9.7% 18.1% 26.4% 0.0%
新潟⼤学 20.8% 8.3% 0.4% 30.1% 0.2%
⻑岡技術科学⼤学 13.4% 11.7% 5.2% 29.4% 19.6%
上越教育⼤学 0.0% 0.0% 0.0% 29.5% 0.0%
富⼭⼤学 19.2% 9.6% 16.7% 29.5% 0.9%
⾦沢⼤学 27.5% 4.9% 3.7% 30.2% 0.6%
北陸先端科学技術⼤学院⼤学 18.3% 0.9% 0.6% 30.1% 1.6%
福井⼤学 23.5% 16.2% 6.9% 29.3% 0.6%
⼭梨⼤学 23.1% 14.9% 0.9% 29.1% 2.3%
信州⼤学 21.5% 13.7% 8.5% 28.8% 1.4%
岐⾩⼤学 21.6% 9.4% 0.3% 29.1% 1.3%
静岡⼤学 18.3% 11.4% 3.1% 29.3% 1.4%
浜松医科⼤学 27.1% 9.8% 10.1% 28.8% 0.0%
名古屋⼤学 21.1% 19.4% 13.4% 29.2% 5.6%
愛知教育⼤学 8.5% 30.0% 3.5% 30.0% 0.0%
名古屋⼯業⼤学 21.9% 13.7% 14.6% 30.8% 7.0%
豊橋技術科学⼤学 20.2% 10.8% 8.0% 28.9% 1.2%
三重⼤学 23.5% 0.0% 0.0% 30.9% 0.3%
滋賀⼤学 25.7% 29.4% 9.7% 28.9% 6.6%
滋賀医科⼤学 21.1% 8.9% 1.2% 27.3% 0.0%
京都⼤学 20.9% 9.4% 0.4% 28.4% 1.3%
京都教育⼤学 28.4% 0.0% 0.0% 27.3% 0.0%
京都⼯芸繊維⼤学 19.6% 14.9% 1.2% 28.1% 3.8%
⼤阪⼤学 22.3% 15.2% 7.7% 29.5% 4.3%
⼤阪教育⼤学 15.0% 15.0% 0.0% 28.1% 0.0%
神⼾⼤学 19.0% 9.8% 2.4% 29.3% 0.9%

外部資⾦の資⾦別の間接経費⽐率を⽐較したもの。
各法⼈の外部資⾦間接経費の⽐率（2018年度）がわかる。

10

【1-4】外部資⾦資⾦別の間接経費⽐率⼀覧（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発②

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（附属明細書）

*ただし、研発データは⾮公開
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外部資⾦の資⾦別の間接経費⽐率を⽐較したもの。
各法⼈の外部資⾦間接経費の⽐率（2018年度）がわかる。
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機関名 受託研究間接経費⽐率 共同研究間接経費⽐率 受託事業間接経費⽐率 科学研究費補助⾦間接経費⽐率 補助⾦間接経費⽐率
兵庫教育⼤学 30.0% 10.0% 0.0% 29.6% 0.0%
奈良教育⼤学 9.8% 12.3% 25.5% 29.7% 0.0%
奈良⼥⼦⼤学 22.9% 10.8% 3.6% 28.3% 0.0%
奈良先端科学技術⼤学院⼤学 22.5% 0.0% 0.0% 28.5% 0.3%
和歌⼭⼤学 13.4% 10.2% 2.3% 29.7% 3.6%
⿃取⼤学 21.4% 9.1% 10.0% 29.5% 0.8%
島根⼤学 24.1% 0.1% 1.0% 29.1% 0.1%
岡⼭⼤学 21.1% 10.0% 4.1% 29.9% 0.2%
広島⼤学 21.2% 14.2% 1.5% 29.2% 2.7%
⼭⼝⼤学 20.9% 8.1% 3.0% 25.9% 0.3%
徳島⼤学 23.9% 10.8% 7.5% 29.7% 5.0%
鳴⾨教育⼤学 0 11.1% 0.8% 29.7% 0.0%
⾹川⼤学 22.1% 10.1% 0.4% 28.6% 0.0%
愛媛⼤学 15.3% 9.1% 0.4% 29.7% 1.1%
⾼知⼤学 19.5% 10.6% 2.3% 29.1% 4.1%
福岡教育⼤学 44.1% 7.1% 0.0% 30.0% 0
九州⼤学 20.8% 20.9% 8.2% 28.6% 2.5%
九州⼯業⼤学 22.7% 13.7% 13.4% 29.9% 1.5%
佐賀⼤学 14.4% 5.4% 1.6% 29.3% 0.2%
⻑崎⼤学 19.5% 9.9% 0.4% 28.4% 5.0%
熊本⼤学 21.0% 10.3% 7.4% 25.3% 0.5%
⼤分⼤学 22.7% 10.3% 2.7% 30.9% 0.8%
宮崎⼤学 19.4% 11.7% 9.1% 28.8% 0.6%
⿅児島⼤学 16.2% 9.3% 0.9% 28.0% 1.9%
⿅屋体育⼤学 5.6% 10.2% 0.0% 30.0% 0.0%
琉球⼤学 11.9% 0.0% 2.0% 29.0% 1.0%
⼈間⽂化研究機構 15.3% 10.0% 1.0% 28.8% 0.0%
⾼エネルギー加速器研究機構 20.2% 7.6% 9.0% 32.3% 0.0%
⾃然科学研究機構 16.8% 0.0% 10.4% 30.2% 0.0%
情報・システム研究機構 25.2% 16.6% 8.5% 29.5% 3.1%

【1-4】外部資⾦資⾦別の間接経費⽐率⼀覧（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発③

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（附属明細書）

*ただし、研発データは⾮公開
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【1-5】国⽴⼤学法⼈等の財務構造の⼤枠（附属病院除く経常損益）（2018年度）国⼤・共同利⽤①

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表 損益計算書収⽀から附属病院収⽀を除く数値での収⽀構成⽐較

【ポイント】
寄付はどの程度⼤学経営に寄与できて

いるか。

【ポイント】
外部資⾦収益は⼤学全体の財

政上どの程度の⽔準か。

【ポイント】
外部資⾦の間接経費は適切

に確保されているか。

【算定式の定義】
本グラフは、附属病院関係損益を除く経常損益を表すも
のであり、外円・内円はそれぞれ以下の算定式で計算を
実施。
ただし両者は⼀致するものではなく、法⼈間で最⼤５％
の差が⽣じているが、１００％表記したものである。

経常収益（外）
＝損益計算書「経常収益」−損益計算書上の損益計算書
「附属病院収⼊」 ＋附属明細書科学研究費補助⾦の明細
のうちの「直接経費」受⼊額−附属病院セグメント情報
「運営費交付⾦収益＋補助⾦収益」

経常費⽤（内）
＝損益計算書「経常費⽤」＋附属明細書科学研究費補助
⾦明細「直接経費」受⼊額ーセグメント情報「附属病
院」の⼈件費・診療経費・⼀般管理費・財務費⽤の合計
額

【留意点】
資産⾒返戻⼊については、減価償却⾒
合いで収益計上がされているので、現

⾦の裏付けがある収⼊ではない。

A⼤学
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【1-5】国⽴⼤学法⼈等の財務構造の⼤枠（附属病院除く経常損益）（2018年度）国⼤・共同利⽤②

外部資⾦（受託・共同・受託事業・科研費）・寄付⾦の獲得が、⼤学財政全体にどの程度貢献しているかを表すもの。
外部資⾦の獲得により、外部資⾦直接経費だけではなく、⼀般管理費などを賄えているかがわかる。
※外円の「損益計算上の収益」と内円の「損益計算上の費⽤」の合計額は⼀致するものではない。（両者は最⼤５％の差がある）

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（損益計算書）
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【1-5】国⽴⼤学法⼈等の財務構造の⼤枠（附属病院除く経常損益）（2018年度）国⼤・共同利⽤③

外部資⾦（受託・共同・受託事業・科研費）・寄付⾦の獲得が、⼤学財政全体にどの程度貢献しているかを表すもの。
外部資⾦の獲得により、外部資⾦直接経費だけではなく、⼀般管理費などを賄えているかがわかる。
※外円の「損益計算上の収益」と内円の「損益計算上の費⽤」の合計額は⼀致するものではない。（両者は最⼤５％の差がある）

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表（損益計算書）
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【1-6】（全間接経費受⼊額＋寄付受⼊額）と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度）国⼤・共同利⽤

全外部資⾦間接経費と寄付⾦を合計した⾦額の、法⼈全体の⼀般管理費に対する⽐率を経年で⽐較したもの。
外部資⾦の間接経費・寄付⾦が法⼈全体の⼀般管理費と⽐較して、どの程度の位置づけにあるかがわかる。

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表
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【1-7】全間接経費受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度）国⼤・共同利⽤

全外部資⾦間接経費の法⼈全体の⼀般管理費に対する⽐率を経年で⽐較したもの。
外部資⾦の間接経費が法⼈全体の⼀般管理費と⽐較して、どの程度の位置づけにあるかがわかる。

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表
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【視点２】共同研究収⼊・間接経費の推移
視点２では、共同研究の間接経費の直接経費に対する⽐率が法⼈によってどの程度差があるのかについて、受⼊額、件数

との関係も踏まえて⾒える化を⾏なった。特に、多くの法⼈において共同研究の間接経費⽐率はここ数年で⼤幅に変更され
ており、公開情報を基に間接経費の主な基準率や規程等を⼀覧化した。

＜分析項⽬＞
【2-1】共同研究間接経費受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度, * 研発は2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【2-2】共同研究受⼊額と共同研究間接経費⽐率との⽐較（2016-2018年度, * 研発は2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【2-3】共同研究件数と⼀件あたり共同研究受⼊額との⽐較（2016-2018年度, * 研発は2018年度）国公私⼤・研発
【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発

*ただし、【2-3】および研発データは⾮公開

３．「⾒える化」の結果︓視点２



1818

【2-1】共同研究間接経費受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度）国⼤・共同利⽤

共同研究間接経費の法⼈全体の⼀般管理費に対する⽐率を経年で⽐較したもの。
近年伸び率の⾼い共同研究の間接経費が法⼈全体の⼀般管理費と⽐較して、どの程度獲得されているかがわかる。

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表
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共同研究受⼊額と共同研究間接経費⽐率の推移を⽰したもの。
共同研究受⼊額と間接経費⽐率について、３年間（2016〜2018）の推移・伸び率がわかる。

出典︓国⼤・国⽴⼤学法⼈等財務諸表

【2-2】共同研究受⼊額と共同研究間接経費⽐率との⽐較（2016-2018年度※研発は2018年度）国⼤・共同利⽤
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発①

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在）。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発②

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在）。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発③

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発④

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発⑤

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発⑥

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発⑦

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発⑧

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【2-4】共同研究収⼊の間接経費のルール（2018年度）国⼤・共同利⽤・研発⑨

各法⼈の共同研究の間接経費について、主な基準の設定状況を各法⼈ホームページにて調査し、簡易的に⼀覧化したもの（2020年1⽉31⽇現在） 。
（ホームページ上不明なものについては、「HP上明記なし」としている）
共同研究収⼊の間接経費の⽐率の設定ルールについて、近年⼤幅に変更されていることがわかる。

出典︓各法⼈のホームページより内閣府作成
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【視点３】寄付による収⼊の推移
⺠間資⾦の３倍増を⽬指すための新たな視点として、⼤学基⾦への寄付・寄付講座・寄付研究部⾨の取組も重要である。

視点３では、寄付による収⼊に着⽬し、国公私⼤・研発の寄付の受け⼊れ状況を⾒える化を⾏なった。

＜分析項⽬＞
【3-1】寄付受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度）国⼤・共同利⽤・研発
【3-2】寄付受⼊額と寄付オーバーヘッド率との⽐較（2018年度）国公私⼤・研発
【3-3】寄付件数と寄付受⼊額との⽐較（2016-2018年度, * 研発は 2018年度）国公私⼤・研発
【3-4】法⼈からの寄付件数と寄付受⼊額との⽐較（2018年度）国公私⼤・研発
【3-5】個⼈からの寄付件数と寄付受⼊額との⽐較（2018年度）国公私⼤・研発
【3-6】⼀件あたり寄付受⼊額（法⼈・個⼈別）（2018年度）国公私⼤・研発
【3-7】寄付受⼊額における基⾦・基⾦外の別（2018年度）国公私⼤・研発

*ただし、【3-2】、【3-3】国公私⼤の2016,2017年度データ、【3-4】〜【3-7】、および研発データは⾮公開

３．「⾒える化」の結果︓視点３
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【3-1】寄付受⼊額と⼀般管理費との⽐較（2016-2018年度）国⼤・共同利⽤

各法⼈の寄付受⼊額と法⼈全体の⼀般管理費との⽐率を経年で⽐較したもの。
寄付受⼊額が法⼈全体の⼀般管理費と⽐較して、どの位置付けにあるかがわかる。

出典︓国⽴⼤学法⼈等財務諸表
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【3-3】寄付件数と寄付受⼊額との⽐較（2016-2018年度※研発は2018年度）国公私⼤

寄付⾦の⾦額・件数についての経年変化を⽰したもの。（研発は2018のみ）
各機関の寄付⾦の⾦額・件数の推移・傾向がわかる。

出典︓⽂部科学省「⼤学等における産学連携等実施状況調査」


